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第 1節	 「今を読み解く」増補  
	 本稿では、2012年 4月 22日の日本経済
新聞書評欄、「今を読み解く」に掲載された

「ソーシャルメディアとマーケティング戦

略」に追記を行い、改めてソーシャルメデ

ィアとマーケティング戦略を捉えることを

目的とする。書評は字数の制限があり、自

ずから記載内容に限界がある。書評では、

あくまでソーシャルメディアを用いたマー

ケティング戦略について、組織的対応の必

要性を指摘するにとどまった。だが、議論

にはまだ先がある。視点を反転し、そもそ

もソーシャルメディアとマーケティング、

企業、更には社会との関係を問い直してみ

たい。 
	 本稿は以下の構成をとる。まず、ソーシ

ャルメディアの台頭をふまえ、ソーシャル

メディアに対する期待と不安を確認する。

その上で、マーケティングとしてソーシャ

ルメディアを活用するにあたっては、短期

的効果と長期的効果の目的設定が重要にな

ることを指摘する。ここまでは書評でも指

摘した通りである。これらの議論をふまえ

た上で、本稿では、こうした問題設定が技

術決定論的な視点を有していることを確認

し、問いの設定を反転させてもう一つの可

能性を議論する。すなわち、ソーシャルメ

ディアがマーケティングや企業を変えるの

ではなく、マーケティングがソーシャルメ

ディアを変える可能性はないのか。その可

能性を検討して、最後に議論をまとめる。 
	 なお、本稿は書評の増補版である性格上、

引用については特に書籍名をそのまま記載

する形式をとっている。参考文献は文末に

改めてまとめている。 
 
第 2節	 ソーシャルメディアの可能性  
2.1.ソーシャルメディアの隆盛  
	 日本でも、ソーシャルメディアの利用者

が増えている。『ソーシャルメディア白書

2012』のインターネット調査によれば、ツ
イッターやミクシィの認知率は90%を超え、
フェイスブックやグリーも 80％を超える。
実際の経験者は、そのうち 10%から 30%程
度のようだ。ざっくりみても 1000 万人規
模になるし、いずれかのサービス経験者と

いうことであれば規模はもっと増える。こ

の経験者の数を多いとみるか少ないとみる

かは議論の余地がありそうだが、数年前に

は 100万人を超えれば大台だったことを考
えれば、その普及には目を見張るものがあ

る。 
	 日本では、長らく、コミュニティサイト

の規模が小振りだった。コミュニティその

ものが日本にはあまり合っていないのでは

ないかという指摘もあったと記憶している。

ボランティアに近い形で運営されるサイト

も多く、収益はもとより、運営資金自体の

獲得もままならないことが多かった。初期

のコミュニティサイトを取り上げた書籍と

しては、『インターネット社会のマーケティ

ング』や『ネットコミュニティのマーケテ

ィング戦略』がある。いずれも今となって

は懐かしさすら感じる初期のコミュニティ

を捉えた研究であった。やはりその多くの

サイトは収益性に問題があり、企業のマー
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ケティング利用としても限界があった。 
	 だが、こうして利用者が増えれてくれば、

マーケティングという観点からの魅力も増

す。例えば、『ソーシャルシフト』では豊富

な HERO(High Empowered and 
Resourceful Operative)が紹介されつつ、
新しい社会のありようが提示されている。

HEROとは、孫正義社長をはじめとする著
名人に限らず、ネット上で活躍しはじめた

社員のことである。『グランズウェル』でも

知られるジョシュ・バーノフが『エンパワ

ード』で用いて知られるようになった。硬

い企業イメージからは想像できない

NHK_PR のような人間味のあるツイッタ
ー上のコミュニケーションや、フェイスブ

ックでは「ハム係長」のような名物キャラ

も登場するようになっている。積極的に他

の広告媒体と組み合わせた巧みなマーケテ

ィングとしては、エステーの特命宣伝部長

「高田鳥場」も興味深い。 
	  
2.2.リスクの顕在化  
	 もちろん、期待の裏側で、ソーシャルメ

ディアへの過剰な期待を危ぶむ声もある。

実際、とりあえずやってみたのだが思うよ

うな成果を上げられなかったという企業や、

それどころか炎上や情報流出に見舞われる

ケースもある。 
	 『ソーシャルメディア炎上事件簿』には

興味深い事例が数多く紹介され、更にそれ

にどう対処すべきかが示されている。典型

的な炎上は、アルバイト等から情報が流出

することで起こることが多いようだ。芸能

人が泊まっているホテルや、ショッピング

に来た情報が店員のツイッター等で流出す

る。それだけならまだしも、そこに誹謗や

中傷に近い文言が含まれる。すでにして危

険な情報である。ツイート情報は直ちに

2ch の速報版へと移され、一気に情報が集
められる。いかに匿名で断片的な情報であ

っても、まさにソーシャルメディアの時代

である。関係性をたどることで多くの個人

情報が発見されていく。炎上の規模が大き

くなれば、Yahoo!ニュースなどネットニュ
ースに掲示されることになる。そうなれば、

もはや規模としては取り返しがつかないこ

とになる。どんなに元となる情報を削除し

たところで、もう間に合わない。 
	 絶対に炎上しないという方法も、炎上を

鎮める絶対の方法も存在しない。基本的に

は問題を真摯に認め、謝罪していく必要が

あるようだ。その上で、もし可能ならば、

問題をチャンスに生かすしたたかさが求め

られる。ソーシャルメディアで失敗したか

らソーシャルメディアを止めるのではなく、

更に徹底してソーシャルメディアにコミッ

トしていくことが一つの方法だという。 
	 HEROが登場するということは、その裏
腹として、HEROではない人々もソーシャ
ルメディア上に登場しているということで

ある。企業は新たに彼らをマネジメントす

る必要に迫られることになる。このリスク

を重くみれば、ソーシャルメディアに対す

る期待よりも不安の方が大きくなるだろう

ことは言うまでもない。 
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第 3節	 ソーシャルメディアの効果  
3.1.効果測定と目標の設定  
	 マーケティングという観点からみたとき、

おそらくソーシャルメディアの効果につい

ての混乱がある。例えば、ソーシャルメデ

ィアをはじめたからといって、ただちに収

益が上がるとは限らない。マーケティング

活動の多くは、ソーシャルメディアに限ら

ず、収益との関係はそう簡単には見いだせ

ないはずだ。なぜかソーシャルメディアに

だけそうした効果が期待されるのは、別に

理由があるようにもみえる。やるかやらな

いかが先に決まっていて、その上でやるべ

き理由、やるべきではない理由を探してい

る。 
	 『実践ソーシャル・メディア・マーケテ

ィング』は、冒頭で効果測定の指標を 100
個も挙げながら、問題の所在を問い直して

いる。大事なことは、指標そのものではな

いというわけである。まず考える必要があ

るのは、そもそもソーシャルメディアに何

を期待するのかという目標の設定である。

その上で、具体的にどのようにしてその指

標を手に入れるのかという問題を考える。 
	 目標の設定は、文脈を定めるということ

でもあるという。例えば、4135コメントと
いう数字は、客観的な指標であることは間

違いないが、それが何であるのかは文脈に

応じて決まる。先月のコメント数、他社の

コメント数、あるいは今月の自社の売上、

こういった文脈が与えられて初めて、その

指標が何であり、それに対してどう対応す

れば良いのか決まるというわけである。当

たり前の話だが、ソーシャルメディアを取

り巻く多くの指標を理解するにあたって、

こうした文脈が適切に設定されているかど

うか考えねばならない。 
	 繰り返して言えば、こうした目標や文脈

の設定は、ソーシャルメディアに限らずマ

ーケティングにとっては基本である。ソー

シャルメディアについても、通常のマーケ

ティングと変わらない形で、同じ枠組みの

中で考えた方がいいということだろう。 
 
3.2.短期的効果と長期的効果  
	 目標や文脈は様々に考えられるが、大き

くみて、短期的効果と長期的効果を考える

ことができる。売れ残った商材を効率的に

売りさばきたいというのならば短期的効果

を期待することになるであろうし、顧客と

のエンゲージメントを高めたいというのな

らば長期的効果を考えることになるだろう。

ソーシャルメディアはどちらにも対応でき

ると考えられる。例えば、ツイッター上で

デルが行っていたアウトレット商品の販売

促進は短期的効果を狙う活動であり、類似

した方法として、制限時間付きの割引券発

行はフラッシュマーケティングとよばれる

ようにもなった。 
	 こうした短期的効果は、比較的売上にも

つながりやすく目に付きやすい。フォロワ

ー数等も直接的に効果に影響を与えると考

えられるため、ソーシャルメディアの利用

としてやりやすかったといえる。だが、そ

の効果が大きいか小さいかは目標や期待の

程度による。他の販売促進方法と比較した
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場合にどういう結果が得られるのかについ

ては、冷静に判断した方がいいだろう。 
	 短期的効果を否定するわけではないが、

最近の方向性としては、短期的効果よりも

長期的効果を念頭に置いた方が良いように

思われる。マーケティング活動自体、ブラ

ンドや関係性構築といった長期的効果に焦

点を当てるようになっているからである。

この場合、ますます効果を捉えることは容

易ではなくなるが、そこはソーシャルメデ

ィアである。コミュニケーションに注目す

ることが重要になるだろう。 
	 長期的効果を考えるにあたっては、改め

て企業コミュニティの意義を考えられるか

もしれない。『ソーシャルメディア進化論』

では、顧客社員ともいうべきサポーターの

育成に焦点をあて、企業コミュニティを中

心としたソーシャルメディアの可能性を見

出している。かつて存在した多くの企業コ

ミュニティは、運営コスト等の問題からソ

ーシャルメディア上での活動に移行しつつ

あった。だが、その中で、改めて企業コミ

ュニティの意義が見出されているといえる。 
	 ネット上のコミュニケーションサービス

はいくつかのタイプに分類できる。一つの

大きな軸は、ユーザーの参加目的として、

短期的な情報交換を目的とするか、それと

も、長期的な関係構築を目的とするかであ

るという。さらに、もう一つの軸として、

価値観を中心とした匿名性のサイトと、現

実世界を中心としたサイトを配置すること

ができる。この際、短期的か長期的かとい

う目的はそのまま企業のマーケティング活

動にとっても、同様の目的を配置すること

になる。その上で、匿名性に関しては、そ

の強弱に応じて、マーケティング活動の方

策も変わるだろう。直感的には、長期的な

関係性構築に際しては現実世界を中心とし

たサイトの方が荒れにくいようにもみえる

が、先の企業コミュニティの多くは価値観

を中心にして匿名性が高い場合が多い。そ

れでもうまく運営できるのは、ひとえに当

該ブランドの価値の強さによるのだろう。 
 
3.3.組織的対応の重要性  
	 長期的効果を期待するのならば、賑やか

しとしてソーシャルメディアや企業コミュ

ニティを利用するのではなく、長期的な視

点に立ったマネジメントが必要になる。

HEROをはじめとする、個人を支援する組
織的な活動も重要になるだろう。『ソーシャ

ルメディア ROI』では、ソーシャルメディ
アを本格的に組織に組み入れる方法が段階

に分けて示される。それは、マーケティン

グのみならず、人事や経営幹部までを巻き

込んだ仕組みづくりとなる。ソーシャルメ

ディアに対する理解を、組織全体で改めな

ければならないからである。 
	 ソーシャルメディアの組織的な対応は、

近年作業が始まったばかりであるともいえ

る。以前の調査では、ウェブサイトやコミ

ュニティサイトの担当部署はずいぶんと多

岐にわたっていた(栗木他 2009）。営業部門、
マーケティング部門、広報・IR部門でほぼ
半数を占めるが、総務、お客様相談室、IT
情報システムなどが担当していることもあ
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った。同じく以前我々が調査した限りでも、

デザインの管理と実際の運営が分かれてい

る企業や、その担当がこの 20 年間でいく
つか変遷してきた企業もあった (栗木他
2011）。手探りで状況が進んでいるという
ことだろう。 
	 その他、最近ではソーシャルメディアの

一般的な利用に際するガイドラインの作成

が進むようになっている。身分をしっかり

と明かすことや、誹謗や中傷はしないよう

に気をつけることといった決まりはもちろ

んのこと、企業によっては、自宅での更新

は控えるといった条件がある場合をつけて

いたり、逆に、あくまで個人としての利用

のみを認め、就業中にはアクセスしないよ

うに求める企業もあるようだ。 
	 海外では、コミュニティマネジャーと呼

ばれる人々の育成も進んでいるという。具

体的な活動はこれまでのウェブ担当や

HERO と呼ばれてきた人々とそれほど変

わるようには見えないが、マネジャーとい

う以上、一人で動いているのではなく、組

織として対応しているということが重要で

あろう。 
 
第 4節	 ソーシャルメディアへの効果  
4.1.ソーシャルメディアが社会を変える
という論理  
	 こうしてソーシャルメディアとマーケテ

ィング戦略の関係は変化し、組織全体でソ

ーシャルメディアに対応し、有効なマーケ

ティング戦略を実施することが求められる

ようになっている。ソーシャルメディアに

期待するにせよ、不安を感じるにせよ、全

体的な傾向としては、ソーシャルメディア

を無視することはできなくなっているとみ

ることができるだろう。 
	 この帰結は、ところで、よくも悪くも平

凡のようにみえる。その理由は一段視点を

あげることではっきりする。ソーシャルメ

ディアに対する期待と不安は、同じ問いを

前提としているのである。すなわち、ソー

シャルメディアは、マーケティングや企業、

あるいはさらに社会のあり方を変えるだろ

うかという問いである。その答えはどちら

もありえるとしか現実的には言いようがな

い。変える部分もあれば、変えない部分も

ある。マーケティングでいえば、効果的な

局面ももちろんあるが、あまり効果的では

なく、むしろ旧来的な活動のほうが効果的

な局面もある。この問いの答えはバランス

であり、目的と手段の明確化である。 
	 ソーシャルメディアがマーケティングや

企業、さらには社会を変えるのかという問

いは、『動員の革命』においてより先鋭的に

問われている。副題は「ソーシャルメディ

アは何を変えたのか」である。ジャスミン

革命に始まるアラブの春と呼ばれる一連の

出来事は、まさにソーシャルメディアが社

会を変えた象徴であるとされる。だが、こ

こで大事なことは、ソーシャルメディアが

社会を直接に変えるというよりは、一つの

きっかけを作り出し、動員の契機になった

ことだという。最も象徴的な事例と、その

事例のメカニズムの分析は、ソーシャルメ

ディアの効果を分解し、できることとでき
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ないことをみわけようとしているといえる。 
	 いずれにせよ、こうして問いの形がわか

れば、逆の視点を考えてみることができる。

すなわち、マーケティングや企業の姿勢に

よって、ソーシャルメディアが変わるのか

どうかという考え方である。この視点は、

実は最初の問いに対する別の形での答えに

もなる。すなわち、ソーシャルメディアが

マーケティングや企業にとって大きな変化

をもたらしうるかどうかは、マーケティン

グや企業自体が、あるいはもっと広く社会

が、ソーシャルメディアをどのように理解

し、どのように用いるのかによって決まる

のである。 
	 この問いは、最近のステルス・マーケテ

ィングを考えてみればわかりやすいかもし

れない。ステマがもっと常態化すれば、お

そらくソーシャルメディアの価値は毀損さ

れるだろう。逆に、ソーシャルメディアの

まさにソーシャルやパブリックとしての価

値を高められるのであれば、その重要性は

もっともっと大きくなっていきそうだ。 
 
4.2.ソーシャルメディアを社会が変える  
	 社会が技術を変えるという論理は、元々

は社会構成主義と呼ばれる考え方に典型的

である。例えば、『電話するアメリカ』では、

電話という技術が社会を変えるという論理

に対し、社会が電話を変えていくという論

理が主張される。人びとは、新しい技術を

さまざまな目的に合わせて使いこなしてい

くのであり、その中で、新技術の発明者た

ちが予測もしなければ望んでもいなかった

ものまで考え出すというわけである。 
	 電話は、1876 年に A.G.ベルによって発
明されたといわれる。この年にベルは公開

実験を行い、彼の特許が正式に登録された。

この「遠くに離れた人と人との間で音声を

受送信するための装置」は、同年のフィラ

デルフィア建国百年祭博覧会に出品され、

人びとの注目と関心を集めた。同様のデモ

ンストレーションは、イングランドやスコ

ットランドでも行われ、電話はその利用を

めぐって欧米の人びとの想像力をかき立て

てた。 
『メディアとしての電話』によれば、ベ

ルが特許を取得した 2 年後の 1878 年には、

『パンチ』誌上に、電話の可能性を絵入り

で語る次のような記事が登場していたとい

う。①寝室の壁のラッパ状の電話で、遠く

離れたセイロンの友人と話す婦人、②同じ

くラッパ状の電話を持って、遠くで歌う男

友達にためにピアノ伴奏をして欲しいと母

親に頼む娘、③各地で演奏されている音楽

を自宅で楽しむために、どのような時間割

で電話を切り替えていくかを、召使いに指

示している女主人、そして、④ワインのよ

うなボトルに詰められた音楽を、来客に聞

かせるために倉庫で念入りに選ぶ男主人。	 

今日我々が知るのは最初の 1 つ目の電話

である。だが、例えばここで描かれた「ラ

ジオのような電話」は、単なる空想の産物

ではなく、実際にその後欧米各地で実現し

ていった。特にブタペストでは、第 1 次世

界大戦までの期間とはいえ、ニュースや音

楽を電話回線で流すサービスが、事業とし
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て大きく発展を遂げた。わが国でも、第 2
次世界大戦後から 1960 年代初頭までの時
期に、農村部では電話兼用の有線放送施設

の利用が広がっていた。これは、空襲警報

用の有線放送設備の転用から始まったもの

で、ピーク時には、全国で 2600 カ所を超
える有線放送電話施設があったという。要

するに、それがどういう技術であるのかは、

社会の要請の中で変化していくのである。	 

同様の可能性は、ソーシャルメディアで

も生じているのではないだろうか。冒頭で

も述べたように、少しさかのぼれば、ソー

シャルメディアはネット・コミュニティや

デジタル・コミュニティと呼ばれていたり、

CGM と呼ばれていた。それは今のソーシ

ャルメディアのようでもあり、少し異なっ

ているようでもある。当初ネットコミュニ

ティが何であったのか、今となってははっ

きりと思い出すことは出来ない。人々を繋

ぐという可能性ももちろん存在していたが、

例えば、元々インターネットは万人に開か

れたオープンなネットワークだった。そう

考えると、コミュニティという存在は予想

外だったとさえ言えるかもしれない。現実

世界の関係が持ち込まれることも想定外だ

っただろう。もっとみれば、ネット上には

市場型とコミュニティ型の対立があるよう

にも見える(栗木他 2009）。 
 
4.3.技術と社会を同時に捉える  
	 社会構成主義の視点は魅力的であり、

我々が見落としてしまいがちなもう一つの

側面を拾い上げてくれる。技術万能論を回

避し、その可能性をより冷静に問い直すき

っかけにもなる。少なくとも、ソーシャル

メディアと呼ばれる一個の機械が存在し、

社会に変革をもたらしているわけではない。

ただその一方で、当然のことながら、ソー

シャルメディアを完全に社会的な構築物と

して見なしてしまうことは極端である。こ

れもまた中庸が求められていると言えるか

もしれない。 
	 理論的に言えば、ソーシャルメディアを

めぐる技術と社会の理論は、もう一歩進む

ことができるように思われる。それは、ソ

ーシャルメディアという言葉が端的に示し

ている。ソーシャルメディアは、ソーシャ

ルという以上「社会」であり、同時に、メ

ディアという「技術」でもある。つまり、

ソーシャルメディアは技術と社会の双方を

当時に満たす存在であり、両者を区分して

語ることの無意味さを象徴している。 
	 『パブリック』では、ソーシャルメディ

アの拡大がパブリック／プライベートの新

しい線引きをもたらしているという。同時

に、その変化の中で、ユーザーもまた、ソ

ーシャルメディアの使い方を学び、積極的

にプライベートを確保する術を身につけ始

めていることが指摘されている。技術は社

会のありようを変えるが、同時に、我々は

その技術を使いこなす術を学ぶわけである。

そうした総体として、ソーシャルメディア

という社会と技術は存在する。 
	 こうした議論に付随して、彼等はソーシ

ャルメディアを初めとするインターネット

が一つの新しい社会のレイヤーであるとい
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う視点を紹介している。それは、国際的空

間であり、第 8の大陸であり、もう一つの
併行宇宙だという。それは現代技術に支え

られた高度な空間には違いないが、立派に

社会として機能し始めているということか

もしれない。かつて、『仮想空間のデザイン』

ではアバターサイトを中心にした独自のコ

ミュニティサイトを考察したが、形は異な

れど、そうした一つの社会としてソーシャ

ルメディアも捉えた方がいいのだろう。 
 
第５節	 帰結  
	 先の『パブリック』では、テクノロジー

懐疑派の議論を交えながら、15世紀に登場
した印刷技術ですら、未だにそれが社会を

変えたのかどうか議論があると指摘されて

いる。ソーシャルメディアも同様であろう。

それは、さしあたりインターネットが登場

して以降の私たちの期待と不安の成果であ

り、私たちの社会そのものなのである。冒

頭の『ソーシャルシフト』という言葉もま

た、ソーシャルメディアをソーシャルその

ものとして捉えることを示唆しているのだ

ろう。 
	 こうして考えれば、ソーシャルメディア

とマーケティング戦略の関係は、一つには

短期的にせよ長期的にせよ、こちらは総じ

て短期的な適応の方法として理解できるだ

ろう。同時に、より長期的な視点としては、

我々の活動を通じてソーシャルメディアと

いう社会と技術が変化していく創造の可能

性を組み込む必要があることがわかる。な

んのことはない、ここまでみれば、『マーケ

ティング優良企業の条件	 創造的適応への

挑戦』が示す通り、創造的適応という、い

ささか矛盾めいたマーケティングの基本的

考え方そのものだということにもなる。 
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